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1．調 査 概 要 

 

1）調 査 名：紫波町学校給食センター建設候補地地質調査業務 

 

2）調 査 場 所：紫波郡紫波町平沢字長尾沢 地内 

  

3)目 的： 【令和 4 年度】本業務は、紫波町学校給食センターの建設計画にあたり、

候補地の地質及び地盤状況を把握し、設計・施工計画に供する地質調査資

料を作成する目的で実施したものである。 

【令和 5 年度】本業務は、紫波町平沢字長尾沢地区に学校給食センターを

建設するにあたり、必要な軟弱な地盤の室内試験を行い、解析する事を目

的とする。 

 

4）調 査 内 容：調査実施項目及び数量を以下に示す。 
  及 び 数 量 
 

【令和 4 年度】 

    ・機械ボーリング（φ66m/m コアボーリング）   ・・・2 孔・延べ 64.00m 

・標準貫入試験（JIS A 1219）            ・・・2 孔・合計 64 回 

・大型動的貫入試験                ・・・2 箇所・延べ 14.40m 

・資料とりまとめ                  ・・・一式 

    ＊数量内訳は、表 1-1～1-3 に一括して示す。 

 

【令和 5 年度】 

・土粒子の密度試験（JIS A 1202）     ・・・6 試料   

    ・土の含水比試験 （JIS A 1203）     ・・・6試料 

・土の粒度試験  （JIS A 1204）     ・・・6 試料 

・土の液性限界試験（JIS A 1205）     ・・・6 試料 

    ・土の塑性限界試験（JIS A 1205）     ・・・6試料 

    ・軟弱地盤技術解析（地盤液状化 簡便法） ・・・1 式 

 

5）履 行 期 間：【令和 4 年度】自．令和 5年 2 月  2 日  至．令和 5年 3 月 24 日 

【令和 5 年度】自．令和 5 年 6月 30 日  至．令和 5年 8 月 31 日 

 

6）発 注 者：岩手県 紫波町 
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7）請 負 者：東日設計コンサルタント株式会社 

        岩手県盛岡市向中野三丁目 5番 46 

        TEL(019)635-9565 

        FAX(019)635-7088 
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【令和 4 年度】 
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2．調 査 方 法 

 

2-1．機械ボーリング 

 機械ボーリングは、図2-1に示す装置を用い地質構成、地下水位状況、構造物基礎の

支持層の確認などを目的として実施した。 

 ボーリングはロータリー式オールコアーボーリングとし、孔径66m/mにて掘削して所

定の成果を得るまで行っている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-1.1 ハイドロリックフィードタイプボーリング装置の全体図 
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2-2．標準貫入試験・大型動的貫入試験 

 標準貫入試験は、JIS.A.1219(2013)の規定に基づいて実施したもので、設計におけ

る地盤特性の定量的判断を行うためのものである。 

 この試験は、地盤のサウンディングと土のサンプリングの両方の重要な機能を備え

ていることと、適用土質の幅が広いことに特徴がある。 

 試験法は、下図に示すように、ボーリングロッド先端に取り付けた試験用サンプラ

ーに63.5kg±0.5kgのハンマーを76cm±1.0cm自由落下させ、この衝撃により孔底地盤

に30cm貫入するに要する打撃回数をN値（回/30cm）として表示するものである。 

 これに対し大型動的貫入試験は、先端に取り付けたコーンをハンマーで連続して打ち込む

方法であり、同じくN値を求めるものであるが、土の採取が不可能である事からボーリングの

補助調査として用いられることが多い。 
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図2-2.2 標準貫入試験の主な試験用具 

 

 

図2-2.3 大型動的貫入試験の主な試験用具 
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表2-2.1 MeyerhofによるN-φの関係 

砂 の 状 態 
現場判別法 

 
N 値 

内部摩擦角 

(φ°) 

非常にゆるい(very loose) 鉄筋が容易に手で貫入 0～ 4 <30 

ゆ る い      (loose) ショベルで掘削可能 4～10 30～35 

中位の   (compact) 鉄筋を5ポンドハンマで 

打ち込み容易 
10～30 35～40 

密 な      (dense) 同上。30cm程度貫入。 30～50 40～45 

非 常に 密な      (very dense) 同上。5～6cm貫入。 >50 >45 

出典：「地盤調査の方法と解説」平成25年度(地盤工学会) 

 

表2-2.2 粘土のコンシステンシー，N値，quの関係 

粘土のｺﾝｼｽﾃﾝｼｰ N  値 現 場 観 察 
一軸圧縮強さ:qu

(kN/m2) 

非常に柔らかい 0～2 こぶしが容易に数ｾﾝﾁ入る 0.0～24.5 

柔 ら か い        2～4 親指が容易に数ｾﾝﾁ入る 24.5～49.1 

中位の  4～8 努力すれば親指が数ｾﾝﾁ入る 49.1～98.1 

硬い 8～15 親指で凹ませられるがつっこむことは大変

である 
98.1～196.2 

非常に硬い 15～30 つめでしるしがつけられる 196.2～392.4 

固結した  >30 つめでしるしをつけるのがむずかしい >392.4 

出典：「地盤調査の方法と解説」平成 25 年度（地盤工学会）
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2-3. 室内土質試験 

室内土質試験は、標準貫入試験による採取試料を用いて実施し、試験の項目および基準等

については、日本産業規格（JIS）および地盤工学会基準（JGS）に準拠して行った。 

 

表 2-5.1 土質試験の項目・基準 

1) 物理的性質試験 

試験項目 規格 

土粒子の密度試験 JIS A 1202 

土の含水比試験 JIS A 1203 

土の粒度試験 JIS A 1204 

土の液性限界試験 JIS A 1205 

土の塑性限界試験 JIS A 1205 
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3．地形・地質概要 

 

   本調査地は紫波町平沢字長尾沢地内であり、同町中心部（役場庁舎付近）の南西 1.0km 程

の紫波自転車競技場に隣接する敷地に位置する。 

   当地は、岩手県内陸部の大半を流域に含む主流河川・北上川流域に位置し、その流域沿い

には北上平野と称される広大な平野面が形成され、地形的には扇状地性の段丘面、河岸段丘

面、河岸低地面などに区分される。 

   この内調査地付近は、当地の主流河川・滝名川沿いに広がる扇状地性段丘面の東縁部にあ

たり、周辺部は西側から東側方向へゆるやかな傾斜（高位～低位）を示す地形面を形成して

いる。 

   調査地を含む一帯の地質は、岩手県の北上川以東に紡錐状を呈して連なる北上山地に代表

される古生層（砂岩、粘板岩等）が模式的に分布する地域であり、付近一帯の基盤層を構成

している。 

   なおこれら古生層の上位は、更に新しい年代（新第三紀末期）の軟岩類（シルト岩、砂岩

等）が覆い、一帯の工学的基盤層を形成していると考える 

   また軟岩類の上位は、西方の奥羽山系より流入する河川の営力による新期の未固結層が覆

い、一帯の地形面を形成している。 



－10－ 

     

図 3-1 地質平面図 S=1:200,000 

  「東北地方土木地質図」 

 

凡例 
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4．調 査 結 果 

 

   今回、紫波町学校給食センターの建設工事に際し、計画候補地の地質・地盤状況を把握す

る目的で調査位置平面図に示す位置にて 2 孔の調査ボーリング及び大型動的貫入試験を実施

した。 

   以下、それぞれの結果についてまとめることとする。 

 

 4-1.機械ボーリング結果 

機械ボーリングの結果より確認された調査箇所の地質は、当地域の地形面を形成する新期

の未固結層を主体とし、深部にて新しい年代の軟岩類の分布が確認された。 

なお、確認された地層はその成図・性状等から便宜上次のように区分した。 

 

表4-1 調査地の地質層序表 

地質年代 地層区分 主な土質名 記号 

現世 盛土 砂礫 Bn 

第四紀・沖積世 氾濫原堆積物 礫混じりシルト質砂 As1 

シルト Ac 

礫混り砂 As2 

第四紀・洪積世 扇状地性段丘堆積物 シルト混じり砂礫 Dg 

シルト Dc 

砂・礫混じり砂 Ds 

新第三紀・鮮新世 三ツ沢川層 固結シルト Tm 

砂 Ts 

礫混じり砂 Tg 

 

   以下、この地層区分を基に各孔での分布・性状等について述べる。 

   ここで敷地東西方向での地層の分布は、2 本の機械ボーリングの結果を参考に大型動的貫

入試験の貫入状況から想定した。 
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(1) 盛 土 

 

   ・砂礫（Bn） 

・分 布 深 度 

Br-NO.1：0.00～0.40m 

Br-NO.3：0.00～0.45m 

D-1    ：0.00～0.40m 

D-2    ：0.00～0.80m 

 

    現在の敷地整備時に成された盛土層に相当する部分であり、30 ㎜前後の角礫主体とする。 

     

(2) 氾濫原堆積物 

 

   ⅰ）礫混じりシルト質砂（As1） 

・分 布 深 度 

Br-NO.1：0.40～1.80m 

Br-NO.3：0.45～3.80m 

D-2    ：0.80～3.20m 

 

    5～20 ㎜前後の礫を不規則に混入する細粒砂主体とし、全体にシルト分の混入多くやや

ゆるい状態を呈している。 

   

 ⅱ）シルト（Ac） 

・分 布 深 度 

Br-NO.1：1.80～3.20m 

Br-NO.3：3.80～4.35m 

D-1    ：0.40～3.30m 

 

    小礫や草根等の有機物を不規則に含み、軟質な状態を呈す。 

    なお大型動的貫入試験での貫入状況からは、敷地東側では分布しないことも想定される

部分である。 
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   ⅲ）礫混じり砂（As2） 

・分 布 深 度 

Br-NO.1：3.20～6.45m 

Br-NO.3：4.35～6.25m 

D-1    ：3.30～4.50m 

D-2    ：3.20～6.90m 

 

    5～20mm 前後の礫を混入する細～中粒砂主体とし、不規則にシルト分含む。 

    なお D-1 地点では他の箇所に比較して若干浅い深度で貫入不能となっているが、この 

部分は礫混じり砂層内で礫の影響が生じていると考えられる。 

 

(3) 扇状地性段丘堆積物 

 

   ⅰ）シルト混じり砂礫（Dg） 

・分 布 深 度 

Br-NO.1：6.45～8.60m 

Br-NO.3：6.25～9.70m 

 

    10～30 ㎜前後の亜円・角礫主体とし、不規則にシルト分含む中～粗粒砂より成る。 

    部分的に 50 ㎜程の礫も点在する。 

    また局部的に礫分少なく、砂層状を呈す部分を薄く挟む。 

 

   ⅱ）シルト（Dc） 

・分 布 深 度 

Br-NO.1：8.60～9.90m、11.30～13.65m、 

Br-NO.3：11.80～12.95m 

 

    均質な状態を呈す部分と、有機物を含む部分が存在し、共にやや固い状態にある。 

    また、細粒な砂分を混入する部分も認められる。 
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   ⅲ）砂・礫混じり砂（Ds） 

・分 布 深 度 

Br-NO.1：9.90～11.30m、13.65～14.80m、 

Br-NO.3：9.70～11.80m、12.95～15.30m 

 

    均質な細～中粒砂主体とし、不規則にシルト分混じる。 

    部分的に2～5㎜程の細礫を混入する。 

 

(4) 三ツ沢川層 

   

地質的には新しい年代（新第三紀・鮮新世）の軟岩類に相当する部分であるが、岩盤と 

しての固結度は極めて低い状態にある部分である。 

 以下その性状について述べる。 

 

   ⅰ）固結シルト（Tm） 

・分 布 深 度 

Br-NO.1：14.80～18.45m、23.45～25.45m 

Br-NO.3：15.30～18.95m、22.90～26.30m 

 

    全体に均質な状態を呈し、部分的に細粒な砂分や細かい有機物が点在する。 

    なお粘性土としては、固結度が高い状態にある。 

 

   ⅱ）砂（Ts） 

・分 布 深 度 

Br-NO.1：18.45～23.45m、25.45～26.85m 

Br-NO.3：18.95～22.90m、26.30～27.80m 

 

    均質な細～中粒砂主体とし、部分的に細礫やシルト分が混じる。 
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   ⅲ）礫混じり砂（Tg） 

・分 布 深 度 

Br-NO.1：26.85～32.00m 

Br-NO.3：27.80～32.00m 

 

    5～10 ㎜前後の小亜円礫を混入する中～粗粒砂主体とし、不規則にシルト分を混入する。 

    部分的に 30 ㎜程の礫も点在し、粗粒な石英砂が混じる。 

    なお共に薄く均質な固結シルト層を挟む状況が確認される。 
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 4-2．標準貫入試験結果 

   標準貫入試験は各孔において深度1m毎に実施しており、この結果はボーリング柱状図に 

深度～N値図としてとりまとめている。 

   ここでは、4-1項で述べた各地層区分に対比するN値についてまとめ、設計時に採用可能な 

N値について考察する。なお、各地層に対するN値は、次表に一括して示す。 

 ＊大型動的貫入試験の結果は、地層が明確でない事からここでは除外した。 

 

表4-2.1 標準貫入試験結果一覧表 

地 層 記号 
N値の範囲 

n 

 

N δ 
min max 

礫混じりシルト質砂 As1 4 17 4 8.8 5.0 

シルト Ac 6 7 2 6.5 - 

礫混じり砂 As2 8 26 5 18.0 5.9 

シルト混じり砂礫 Dg 34 56 5 45.4 8.7 

シルト Dc 8 20 5 15.4 4.0 

砂・礫混じり砂 Ds 9 49 7 22.1 11.9 

固結シルト Tm 13 33 13 21.2 5.2 

砂 Ts 16 60 10 34.4 12.2 

礫混じり砂 Tg 32 60 11 53.3 9.1 

    ここに、n：サンプル数，N：平均N値，δ：標準偏差値（n>2） 

    またDg層でのN=1は、局部的な挟みとして除外した。 

 

   この表4-2.1にまとめられたN値の頻度分布を、図4-2.1～図4-2.9に示す。 
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 ここで設計時に採用可能な N値としては、統計的な考えを用いた次式から求める事とす

る。 

 

  〔N〕＝N-1/2・δ     ここに、〔N〕：設計用 N値 

                    Ｎ ：平均 N値 

                    δ：標準偏差値 

                        δ=√Σ（（N-Ｎ）2/（n+1）） 

 

                            n＝サンプル数 

                    「土質試験結果の解釈と適用例」（土質工学会編） 
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    これより、各層の設計用 N値は次表にまとめられる。 

 

表4-2.2 設計用N値一覧表 

土質名 記号 設計用N値：[N] 

礫混じりシルト質砂 As1 6 

シルト Ac 6 

礫混じり砂 As2 15 

シルト混じり砂礫 Dg 41 

シルト Dc 13 

砂・礫混じり砂 Ds 16 

固結シルト Tm 19 

砂 Ts 28 

礫混じり砂 Tg 49 
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 4-3．調査地の地層構成 

   調査ボーリングの結果より確認された施設新築計画箇所の地質は、当地域の地形面

を形成する新期の未固結層を主体とし、その性状等からは浅部より概ね次のようにま

とめられる。 

 

表5-1.1 調査地の地層分布状況一覧表 

土質名 記号 N値 層厚（m） 

砂礫 Bn - 0.5～0.8± 

礫混じりシルト質砂 As1 6 1.0～2.5± 

シルト Ac 6 0.5～1.5± 

礫混じり砂 As2 15 2.0～3.0± 

シルト混じり砂礫 Dg 41 2.0～3.5± 

シルト Dc 13 1.0～2.0± 

砂・礫混じり砂 Ds 16 1.0～2.5± 

固結シルト Tm 19 2.0～3.5± 

砂 Ts 28 1.5～5.0± 

礫混じり砂 Tg 49 4.0～ 

     ※ N値は前項でまとめた設計用N値を示す。 

 

   この地層構成から重量構造物の基礎地盤に考えた場合、その対象としては密な状態

にあり、且つ層厚的にも十分確認されている深部の礫混じり砂層（Tg）が確実な支持

地盤として期待できるものと言え、基礎形式としては杭基礎工法の採用が適当と考え

る。 

   また構造物の荷重規模及び基礎の形状等によっては、浅部の地層を対象とした地盤

改良工法なども有効と考えられ、その場合は経済性・施工性等の比較検討になるもの

と言る。 
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 4-4．地盤定数の検討 

   本項では各層の設計時に採用可能な地盤定数について考察する。 

 

 （１）単位体積重量（γt） 

    土の単位体積重量は以下の性状より｢建築基礎構造設計指針｣(日本建築学会)に示される 

次表を参考とする。 

表5-2.1 土の単位体積重量(kN/m3) 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 （2）せん断強度 

   土の粘着力：C，及びせん断抵抗角：φは、「建築基礎構造設計指針」（日本建築学会）に示

される N 値からの換算式である次式を参考に求めてみる。 

 

   ・粘性土の粘着力     ：C＝qu/2 （kN/m2），qu＝12.5N （kN/m2） 

  

   ・砂質土のせん断抵抗角  ： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

φ＝15+ 20N （度）
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   以上の表及び換算式から各層の地盤定数をまとめ次表に一括して示す。 

 

表 5-2.2 地盤定数一覧表 

地  層 記号 N値 
γt 

（kN/m3）

C 

（kN/m2）

φ 

（度） 
性状 

砂礫 Bn - 18 - - ゆるい礫 

礫混じりシルト質砂 As1 6 16 0 25± ゆるい砂 

シルト Ac 6 14 35± 0 ゆるいシルト

礫混り砂 As2 15 16 0 30± ゆるい砂 

シルト混じり砂礫 Dg 41 20 0 40± 密な礫 

シルト Dc 13 16 70± 0 密なシルト 

砂・礫混じり砂 Ds 16 16 0 30± ゆるい砂 

固結シルト Tm 19 16 100± 0 密なシルト 

砂 Ts 28 18 0 35± 密な砂 

礫混じり砂 Tg 49 20 0 40± 密な礫 

＊換算式から求める場合、やや過大値側に求められる傾向がある事から、表5-2.2に 

示す値は、若干低減して設定している。 
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4-5．設計・施工上の留意点 

(1) 地下水位面について 

   今回調査時に各孔で確認された地下水位面は、GL-2.0～4.0m 前後の深度に分布しており、

地層構成からは浅部の地層に胚胎する自由地下水位面と言える。 

   この浅部の地層（主に As 層）は、その性状からはある程度透水性が高いと想定される事よ

り、降雨時などには変動が大きい(上昇)水位面と考える。 

   よって施工時伴う床掘りが深部に及ぶ計画に際しては、その湧水対策について適切な仮設

計画が必要とされる。 

また、掘進に際しては保孔管（ケーシングパイプ）を挿入しつつ進めたが、その際確認さ

れた地下水位面は、概ね同深度にある点からは深部の地層に被圧地下水が存在する事を表し

ているとも言える。 

よってこの点については、基礎の施工法の選定時に留意が必要とされる。 

 

(2) 礫質土層の特性 

   今回調査箇所で連続して分布が確認された浅部の礫質土層（Dg）は、部分的に 50mm 程に採

取された硬質な礫も確認される点からは、自然地盤ではある程度の巨礫として存在する事も

想定されるため、基礎工法検討の際には留意すべき点として挙げられる。 

 

いずれ基礎工の設計・施工計画に際しては、構造物の規模・形状等も含め安全性・経済性・

施工環境・付近での施工実績などを総合的に考慮した計画が望まれ、施工時には地盤状況を

十分確認する管理が必要とされる。 
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5．室内土質試験結果 

 

5-1. 室内土質試験結果 

室内土質試験は、液状化判定を目的として、令和 4 年度、引き続いて令和 5 年度にわたり、

GL-20.0m 以浅の As2,Dg,Ds 層を対象に標準貫入試験試料を用いて 

物理試験を実施した。 

 これら試験結果の詳細は、巻末資料-室内土質試験結果にとりまとめているが、ここではそ

れぞれの試験についてまとめて示す。 

 

（1）土粒子の密度 

   土粒子の密度（ρs）は土の特性を表し、この値によって土の性質をある程度判断す

る事が出来る。以下に主な鉱物と土粒子の密度を表5-1.1に示す。 

 

表5-1.1 主な鉱物と土粒子の密度（嘉門・浅川
６）

に加筆修正） 

鉱 物 名 密度ρs（g/cm３） 土 質 名 密度ρs（g/cm３）

石 英 2.6～2.7 豊浦砂 2.64 

長 石 2.5～2.8 沖積砂質土 2.6～2.8 

雲 母 2.7～3.2 沖積粘性土 2.50～2.75 

角閃石 2.9～3.5 洪積砂質土 2.6～2.8 

輝 石 2.8～3.7 洪積粘性土 2.50～2.75 

磁鉄鉱 5.1～5.2 泥炭（ピート） 1.4～2.3 

クロライト 2.6～3.0 関東ローム 2.7～3.0 

イライト 2.6～2.7 まさ土 2.6～2.8 

カオリナイト 2.5～2.7 しらす 1.8～2.4 

モンモリロナイト 2.0～2.4 黒ぼく 2.3～2.6 

地盤材料試験の方法と解説 [第1回改訂版] －二分冊－ 2020年12月 (公社)地盤工学会 P.118 

 

表5-1.2 土粒子の密度と土の種類（加筆修正） 

土 粒 子 の 密 度 土 の 種 類 

1. ρs＝2.00（以下）～2.50 腐植物を多量に含有する土 

2. ρs＝2.60～2.80 普通の土 

3. ρs＝2.80～3.00（以上） 砂鉄など重鉱物を含む土 

わかりやすい土木技術 土質調査の基礎知識 1984年10月 鹿島出版会 P.31 
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   一般に無機質土（泥炭層を除く土質）の土粒子の密度 ρs は、概ね2.6～2.8（g/cm３）

前後の値を示す。これは表5-1.1に示すように土を構成する主な鉱物が2.7（g/cm３）前

後の密度を有するためと言える。但し、土粒子の密度は、これを構成する鉱物により

値が変わり、表5-1.2に示すように、一般的な「普通の土」は、ρs＝2.60～2.80（g/c

m３）を示し、腐植物を多く含む場合には軽く、砂鉄や重鉱物を含む場合には重くなる。 

    

ここで、令和4年度・令和5年度の土粒子の密度の試験結果は、各地層区分に対し表5-1.3

のように対比される。 

 

表5-1.3 土粒子の密度・一覧表 

地層区分 Br-位置 深度（ｍ） ρs（g/cm３） 平均値（g/cm３）

As1 NO.3 3.15～3.45 2.672 2.672 

As2 NO.1 4.15～4.45 2.664  

 

 

2.684 

5.15～5.45 2.687 

6.15～6.45 2.696 

NO.3 5.15～5.45 2.690 

Dg NO.1 8.15～8.45 2.672  

 

2.711 

NO.3 7.15～7.45 2.772 

9.15～9.45 2.690 

Ds NO.1 10.15～10.45 2.650  

 

 

 

 

 

 

2.694 

11.00～11.30 2.702 

14.15～14.45 2.832 

NO.3 10.15～10.45 2.684 

11.15～11.45 2.671 

13.15～13.45 2.660 

14.15～14.45 2.660 

15.00～15.30 2.695 

令和5年度 

 

表5-1.3より、令和4年度・令和5年度の土粒子の密度の試験結果は、平均値でおおむね2.7 

g/cm３周辺の値を示し、各層共に表5-1.2に示す2.60～2.80（g/cm３）普通の土の範囲に

あるものと言える。 
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 （2）粒度特性 

   各層の粒度特性は、巻末資料-室内土質試験結果-土質試験結果一覧表（基礎地盤）・

土の粒度試験（粒径加積曲線）・地盤材料の工学的分類にまとめているが、これらに

より分類される基準を図5-1.1に示す。 

(a) 粗粒土の工学的分類体系

(社)地盤工学会｢土質試験の方法と解析｣2000.3　P217

注：含有率%は土質材料に対する質量百分率

15%≦礫　分

粗粒土 Cm
粗粒分＞50%

土質材料区分

(SFG)

細粒分まじり砂 {SF} 礫まじり細粒分質砂 (SF-G)
15%≦細粒分
5%≦礫分＜15%

細粒分質礫質砂

(SF)細粒分質砂
15%≦細粒分

(SG-F)

砂分≧礫分
15%≦礫分

礫質砂 (SG)
細粒分＜5%

(GF)
15%≦細粒分

5%≦細粒分＜15%
5%≦礫　分＜15%

礫質砂 {SG}
15%≦礫分

5%≦細粒分＜15%

砂分＜5%
砂まじり細粒分質礫 (GF-S)

砂礫 {G}
15%≦砂分

5%≦砂分＜15%
細粒分質砂質礫 (GFS)

細粒分まじり礫 {GF}

大分類 中分類
土質区分 主に観察による分類

礫
砂分＜15%

5%≦砂分＜15%
細粒分まじり礫

細粒分質礫

{G}

5%≦細粒分＜15%
砂分＜5%

15%≦砂分

(GS-F)

細粒分≧50%

大分類

細粒分まじり砂質礫

細粒分砂まじり礫
5%≦細粒分＜15%
5%≦砂　分＜15%

細粒分＜15%

5%≦細粒分＜15%

15%≦細粒分

15%≦細粒分

(G-FS)

礫
細粒分＜5%
砂　分＜5%

(G)

(G-F)

砂質礫 (GS)
細粒分＜5%
15%≦砂分

粘性土

15%≦砂　分

砂 (S)
細粒分＜5%

(S-FG)

土質材料区分 観察・液性限界等に基づく分類観察・塑性図上の分類土質区分

15%≦細粒分

細粒分礫まじり砂

15%≦礫分
細粒分まじり礫質砂

15%≦細粒分

礫分＜5%

塑性図上で分類

(OL)

(b) 主に細粒土の工学的分類体系

5%≦礫分＜15%
{S}砂

礫分＜15%
細粒分まじり砂

砂質土 [S]

粘土(高液性限界)

粘土(低液性限界)WL＜50%

Fm

Pm

[O]

WL＜50%

WL＜50%

WL≧50%

火山灰質粘性土

塑性図上で分類

地質的背景

有機質、暗色で有機臭あり

(Mk)
[Pt]

[V]火山灰質粘性土

火山灰質粘性土(Ⅱ型)

50%≦WL＜80%

WL≧80%

(OH)

(Pt)

(VH2)

(VH1)

(OV)

(VL)

小分類
三角座標上の分類

砂まじり礫
細粒分＜5%

(G-S)

(I)
Am [A]

廃棄物 廃棄物
人工材料 人工材料

{Wa}

改良土 改良土{I}

有機物を多く含むもの
(Wa)

高有機質土高有機質土

{M}

{C}

{O}

{V}

{Pt}

[Cs]

高有機質土
黒泥

未分解で繊維質 泥炭

分解が進み黒色

有機質火山灰土有機質で、火山灰質

火山灰質粘性土(低液性限界)

火山灰質粘性土(Ⅰ型)

有機質粘土(高液性限界)

有機質粘土(低液性限界)

礫まじり砂 (S-G)
細粒分＜5%

礫　分＜5%

礫質土
礫分≧砂分

細粒分＜15%

15%≦細粒分

[G]

中分類 小分類

(CL)

(CH)
粘土

有機質土有機質土
細粒土

(S-F)
5%≦細粒分＜15%
礫分＜5%

シルト
シルト(高液性限界)

(ML)

WL≧50%

シルト(低液性限界)WL＜50%

WL≧50% (MH)

 

図5-1.1 土質材料の工学的分類体系 

  土質試験の方法と解説 2000年3月 （社）地盤工学会 P.217 



－30－ 

  図 5-1.1 および粒度試験結果によれば、下表 5-1.4 のようにまとめられる。 

表5-1.4 地盤材料の分類および細粒分含有率Ｆc、粘土分含有率、50％粒径Ｄ50・一覧表 

地層 

区分 

Br- 

位置 
深度（ｍ） 分   類 

細粒分含有

率Ｆc（％）

粘土分含

有率（％）

50％粒径

Ｄ50 

As1 NO.3 3.15～3.45 細粒分質礫質砂(SFG) 31.3≦35 13.4＞10 0.36 

As2 NO.1 4.15～4.45 細粒分質砂質礫(GFS) 23.8≦35 9.0≦10 0.93 

5.15～5.45 礫混じり細粒分質砂(SF-G) 46.7≧35 9.5≦10 0.11 

6.15～6.45 細粒分質礫質砂(SFG) 37.0≧35 16.6＞10 0.22 

NO.3 5.15～5.45 細粒分混じり砂質礫(GS-F) 7.0≦35 2.8≦10 4.6 

Dg NO.1 8.15～8.45 細粒分混じり砂質礫(GS-F) 5.3≦35 2.1≦10 6.0 

NO.3 7.15～7.45 細粒分混じり砂質礫(GS-F) 11.6≦35 2.8≦10 3.7 

9.15～9.45 砂質礫(GS) 4.2≦35 1.9≦10 4.6 

Ds NO.1 10.15～10.45 細粒分質砂(SF) 15.3≦35 5.0≦10 0.35 

11.00～11.30 細粒分質混じり砂(S-F) 13.3≦35 5.2≦10 0.38 

14.15～14.45 細粒分質礫質砂(SFG) 32.1≦35 11.6≦10 0.23 

NO.3 10.15～10.45 細粒分礫混じり砂(S-FG) 6.1≦35 3.1≦10 0.63 

11.15～11.45 細粒分質砂(SF) 16.6≦35 5.6≦10 0.37 

13.15～13.45 細粒分礫混じり砂(S-FG) 9.1≦35 3.6≦10 0.45 

14.15～14.45 細粒分質砂(SF) 24.4≦35 5.9≦10 0.42 

15.00～15.30 細粒分質礫質砂(SFG) 24.3≦35 9.0≦10 0.41 

令和5年度 

 

   上記の令和 4年度・令和 5年度の試験結果 表 5-1.4 より、細粒分含有率Ｆc（％）は、Br-NO.1  

5.15～5.45ｍで 46.7％、Br-NO.1  6.15～6.45ｍで 37.0％と液状化の判定を行う必要がある

Ｆc35％を超える値を示しており、液状化の判定を行う必要はないものと判定される。その他

は、Ｆc35％以下（≦35）を示し、液状化の判定が必要な砂質土（礫質土や砂）と分類される。 

 50％粒径 Ｄ50 に着目すると、礫に分類される地層の内、Br-NO.1  4.15～4.45ｍのＤ50＝0.93

を除けば、粒径 2ｍｍ以上（2.0ｍｍ以上は礫）を呈し、分類上でも礫と判定されている。また、

このＤ50は液状化の判定にも使用される重要な試験値である。 

 

（3）自然含水比 

   自然含水比（Ｗn）は細粒分含有率との関係が大きく、細粒分の多い場合に含水比が

高く、逆に少ない場合は低い値を示す。また、古い地層のように圧密が進んだ地層で

は低い値にある事が多い。 
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 表5-1.5に土の物理的性質の経験値を示し、表5-1.6に令和4年度・令和5年度の試験

結果をまとめて示す。 

 

表5-1.5 土の物理的性質の経験値 

     地 層 

物理的性状 

沖 積 層 洪 積 層 

粘 土 砂 腐植土 粘 土 砂 ローム 

含水比 Ｗn (％) 60～90 30～50 150～300 40～60 20～30 100～130 

湿潤密度γt(ｇ/cm3) 1.45～1.60 1.60～1.80 1.00～1.20 1.60～1.70 1.80～2.00 1.25～1.35

間隙比 ｅ 1.60～2.40 0.75～1.50 3.80～8.20 1.30～1.70 0.40～1.00 3.00～4.00

飽和度Ｓｒ (％) 100 85～100 100 85～100 60～80 80～95 

備  考    
N＝10 内外 

の粘土 

地下水位下で

は Sr＝100 
 

 わかりやすい土木技術 土質調査の基礎知識 1984 年 10 月 鹿島出版会 P.35（に加筆修正） 

   

表5-1.6 土の含水比・一覧表 

地層区分 Br-位置 深度（ｍ） 自然含水比Ｗn（％） 平均値（％）

As1 NO.3 3.15～3.45 30.2 30.2 

As2 NO.1 4.15～4.45 24.0  

 

 

21.7 

5.15～5.45 22.6 

6.15～6.45 27.3 

NO.3 5.15～5.45 13.0 

Dg NO.1 8.15～8.45 14.9  

 

15.2 

NO.3 7.15～7.45 16.1 

9.15～9.45 14.6 

Ds NO.1 10.15～10.45 46.2  

 

 

 

 

 

 

25.4 

11.00～11.30 21.7 

14.15～14.45 21.8 

NO.3 10.15～10.45 20.9 

11.15～11.45 20.3 

13.15～13.45 25.6 

14.15～14.45 28.8 

15.00～15.30 17.6 

令和5年度 
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 表 5-1.6 より、含水比 Ｗn（％）は、Br-NO.1 10.15～10.45ｍで 46.2％を示すものの、お

おむね 30％以下を示し、表 5-1.5 の洪積層の砂 20～30％に近い値となり、地下水位下の飽

和土層 （飽和度Ｓr＝100）の経験値と同程度の値を示している。 

  

 （4）粘性土のコンシステンシー特性 

   細粒土は、含水量の大小により、固体-（収縮限界Ｗs）-半固体-（塑性限界ＷP）-塑性体-

（液性限界ＷL）-液体へと、その状態を変化させる特性がある。この含水量による状態の変

化や変形のしやすさを、コンシステンシー特性という。 

   下表 5-1.7 に液性限界・塑性限界の測定例を示す。また、表 5-1.8 に令和 4 年度・令和 5

年度の試験結果をまとめて示す。（次項） 

 

表 5-1.7 液性限界・塑性限界の測定例（地盤工学会） 

土の種類 液性限界ＷL（％） 塑性限界ＷP（％） 

粘 土（沖積層） 50～130 30～60 

シルト（沖積層） 30～80 20～50 

粘 土（洪積層） 35～90 20～50 

関東ローム 80～150 40～80 

地盤材料試験の方法と解説 [第1回改訂版] －二分冊－ 2020年12月 

(公社)地盤工学会 P.168 

 

 表5-1.8より、令和4年度・令和5年度の試験結果の全体で、ＮＰ(non-plast

ic)は、全試料16試料の内、11試料 69％ほどを呈している。これは選択された

試料が砂質土・礫質土に分類されることによるものである。 

 また、塑性指数Ｉpの最大値は、Br-NO.3 3.15～3.45ｍのＩp＝14.1であり、

全ての試験でＩp≦15を示しており、液状化の判定が必要な砂質土とされる。 
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表5-1.8 土の液性限界、塑性限界、塑性指数・一覧表 

地層区分
Br- 

位置 深度（ｍ） 
液性限界 

ＷL（％） 

塑性限界 

Ｗp（％）

塑性指数 

Ｉp 

As1 NO.3 3.15～3.45 41.1 27.0 14.1≦15 

As2 NO.1 4.15～4.45 30.7 22.2 8.5≦15 

5.15～5.45 30.0 23.4 6.6≦15 

6.15～6.45 32.3 23.3 9.0≦15 

NO.3 5.15～5.45 ＮＰ ＮＰ ＮＰ≦15 

Dg NO.1 8.15～8.45 ＮＰ ＮＰ ＮＰ≦15 

NO.3 7.15～7.45 ＮＰ ＮＰ ＮＰ≦15 

9.15～9.45 ＮＰ ＮＰ ＮＰ≦15 

Ds NO.1 10.15～10.45 36.0 23.5 12.5≦15 

11.00～11.30 ＮＰ ＮＰ ＮＰ≦15 

14.15～14.45 ＮＰ ＮＰ ＮＰ≦15 

NO.3 10.15～10.45 ＮＰ ＮＰ ＮＰ≦15 

11.15～11.45 ＮＰ ＮＰ ＮＰ≦15 

13.15～13.45 ＮＰ ＮＰ ＮＰ≦15 

14.15～14.45 ＮＰ ＮＰ ＮＰ≦15 

15.00～15.30 ＮＰ ＮＰ ＮＰ≦15 

令和5年度 
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 5-2. 砂質地盤の液状化に対する検討 

（1）対象とすべき土層 

 「建築基礎構造設計指針」(日本建築学会 2019年11月 P.50)では、液状化の判定を行

う必要のある土層として、以下のように示されている。 

 

飽和土層で、 

1）地表面から20ｍ程度以浅の土層 

2）ただし、埋立地盤等の造成地盤で、地表面から20ｍ程度まで連続している場合に

は、造成地盤下端まで 

3）細粒分含有率35％以下の土 

4）粘土分（0.005㎜以下の粒径を持つ土粒子）含有率が10％以下、または塑性指数が

15以下の埋立地盤あるいは盛土地盤 

5）細粒分を含む礫や透水性の低い土層に囲まれた礫 

6）洪積層でもＮ値が小さな土層 

 

 上記 1)～6）の液状化の判定を行う必要がある土層を表5-2.1にまとめて示す。（次項参

照）表5-2.1によると、令和4年度は、細粒分含有率Ｆcが35％を超えたBr-NO.1 6.15～6.45

ｍ、令和5年度は、細粒分含有率Ｆcが35％を超えているBr-NO.1 5.15～5.45ｍの２試料は、

液状化の判定の必要がない土層とされる。このため、これら２試料は、液状化の判定を実

施していない。 

 

 

令和4年度・令和5年度ともに、地下水面がGL-2.0mに上昇した場合を想定して、液状化判

定を行った。 
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表5-2.1 細粒分含有率Ｆc、粘土分含有率、塑性指数Ｉp・一覧表 

地層 

区分 

Br- 

位置 深度（ｍ） 
細粒分含有

率Ｆc（％）

粘土分含有

率（％） 

塑性指数

Ｉp 

50％粒径

Ｄ50 

液 状 化

の判定 

As1 NO.3 3.15～3.45 31.3≦35 13.4＞10 14.1≦15 0.36 〇 

As2 NO.1 4.15～4.45 23.8≦35 9.0≦10 8.5≦15 0.93 〇 

5.15～5.45 46.7＞35 9.5≦10 6.6≦15 0.11 × 

6.15～6.45 37.0＞35 16.6＞10 9.0≦15 0.22 × 

NO.3 5.15～5.45 7.0≦35 2.8≦10 ＮＰ≦15 4.6 〇 

Dg NO.1 8.15～8.45 5.3≦35 2.1≦10 ＮＰ≦15 6.0 〇 

NO.3 7.15～7.45 11.6≦35 2.8≦10 ＮＰ≦15 3.7 〇 

9.15～9.45 4.2≦35 1.9≦10 ＮＰ≦15 4.6 〇 

Ds NO.1 10.15～10.45 15.3≦35 5.0≦10 12.5≦15 0.35 〇 

11.00～11.30 13.3≦35 5.2≦10 ＮＰ≦15 0.38 〇 

14.15～14.45 32.1≦35 11.6＞10 ＮＰ≦15 0.23 〇 

NO.3 10.15～10.45 6.1≦35 3.1≦10 ＮＰ≦15 0.63 〇 

11.15～11.45 16.6≦35 5.6≦10 ＮＰ≦15 0.37 〇 

13.15～13.45 9.1≦35 3.6≦10 ＮＰ≦15 0.45 〇 

14.15～14.45 24.4≦35 5.9≦10 ＮＰ≦15 0.42 〇 

15.00～15.30 24.3≦35 9.0≦10 ＮＰ≦15 0.41 〇 

    令和5年度 

  判定基準） 

   ・細粒分含有率Ｆc 35％以下 

   ・粘土分含有率  10％以下の埋立地盤・盛土地盤 

   ・塑性指数    15以下の埋立地盤・盛土地盤 

   上記の内、1つでも当てはまる場合 液状化の判定要：〇  不要：× 

（調査地の地盤は、埋立地盤・盛土地盤ではない。） 
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（2）液状化危険度予測 

「建築基礎構造設計指針」(⽇本建築学会 2019 年 11 ⽉) P50 の液状化危険度予測に
よると、液状化の判定は、図 5-2.1、図 5-2.2 を⽤いて以下の⼿順により⾏う。図 5-2.2 は、
液状化の実被害と室内試験による液状化抵抗⽐の関係から限界値を⽰すものであり、図
5-2.1 は、細粒分含有率が増えると液状化抵抗⽐が増加する影響をＮ値増分の形式で評価す
るものである。 

 
① 検討地点の地盤内の各深さに発⽣する等価な繰返しせん断応⼒⽐を次式から求める。 

τd /σzʼ＝γn・(αmax/g)・（σz/σzʼ）・γd     
γn＝0.1・（M 1） 
γd＝1 0.015・z 

τd （kN/m2）：⽔平⾯に⽣じる等価な⼀定繰返しせん断応⼒振幅 
σzʼ（kN/m2）：検討深さにおける有効⼟被り圧（鉛直有効応⼒） 
γn：等価な繰返し回数に関する補正係数 
M：地震のマグニチュード（通常 7.5） 
αmax（ｍ/ｓ2）：地表における設計⽤⽔平加速度 
g（ｍ/ｓ2）：重⼒加速度（9.8ｍ/ｓ2） 
σz（kN/m2）：検討深さにおける全⼟被り圧（鉛直全応⼒） 
γd：地盤が剛体でないことによる低減係数 
ｚ（ｍ）：地表⾯からの検討深さ 

 
  対応する深度の補正Ｎ値Ｎa を、次式から求める。 

Ｎa＝Nl＋⊿Ｎf     
Nl＝CN・N   
CN＝√（100/σzʼ）  

Nl：換算 N 値 
CN：拘束圧に関する換算係数 
⊿Ｎf：細粒分含有率 Fc に応じた補正 N 値増分（図 5-2.1 による） 
N：⾃動落下法による実測 N 値 
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図 5-2.1 細粒分含有率と N 値の補正係数 

建築基礎構造設計指針 2019 年 11 月 日本建築学会 P.52 

 
③ 図 5-2.2 中のせん断ひずみ 5％の曲線を⽤いて、補正 N 値に対する飽和⼟層の液状化

抵抗⽐ R を次式から求める。 
R＝τL /σzʼ     

R：液状化抵抗⽐ 
τL（kN/m2）：⽔平⾯における液状化抵抗⽐ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-2.2 補正 N 値と液状化抵抗、動的せん断ひずみの関係 

建築基礎構造設計指針 2019 年 11 月 日本建築学会 P.51 
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④ N 値が⼤きくなりやすい礫質⼟に対して、その 50％粒径Ｄ50 により図 5-2.3 のＮ値補

正係数Ｃsb をＮ値に乗じてＮ値を低減する。（ただし、その信頼性に鑑み、⼤型貫⼊試
験による推定法、Ｓ波速度を⽤いた推定法などにより総合的に検討することが望まれ
る。） 
N 値（補正後）＝Ｃsb・N 

Ｃsb：N 値の補正係数 
N：⾃動落下法による実測 N 値 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-2.3 砂礫地盤の N 値補正係数 

建築基礎構造設計指針 2019 年 11 月 日本建築学会 P.53 

 
⑤ 各深さにおける液状化発⽣に対する安全率 FL を次式により算定する。 

ＦL＝（τL /σzʼ）/(τd /σzʼ)     

FL：各深さにおける液状化発⽣に対する安全率 
 

⑥ 求められた安全率ＦL 値が 1 より⼤きい（ＦL＞１）⼟層については、液状化発⽣の可
能性はないものと判定し、逆に 1 以下（ＦL ≦１）となる場合はその可能性があり、値
が⼩さくなるほど液状化発⽣度が⾼く、また、ＦL 値が 1 以下（ＦL ≦１）となる⼟層
が厚くなるほど危険度が⾼くなるものと判断する。 

（以上、指針 P.50 P.53） 
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「建築基礎構造設計指針」(⽇本建築学会 2019 年 11 ⽉)では、繰返しせん断応⼒⽐τd /

σzʼの算定における地表⾯⽔平加速度値は、レベル 1 荷重検討⽤として、1.5 2.0ｍ/ｓ2、
レベル 2 荷重検討⽤として 3.5ｍ/ｓ2 が推奨されている。（指針 P.52 参照） 

 
レベル 1 荷重：短時間に作⽤する荷重のうち、建物の共⽤期間中に 1 回から数回遭遇する荷

重。地震荷重を基本とするが、⾵荷重や雪荷重も含む。 
レベル 2 荷重：短時間に作⽤する荷重のうち、設定された再現期間中に想定される最⼤級の

荷重。地震荷重を基本とするが、⾵荷重や雪荷重も含む。（1995 年兵庫県南部地震などの際、
液状化した地盤で観測された最⼤値にほぼ対応） 

（指針Ｐ.5 参） 
 
以上により、本報告書では、1）ＦL ①（⽔平加速度 1.5ｍ/ｓ2＝150gal）、2）ＦL  （⽔

平加速度 2.0ｍ/ｓ2＝200gal）、3）ＦL ③（⽔平加速度 3.5ｍ/ｓ2＝350gal）の 3 つの⽔平加
速度値について検討を⾏った。 

＊使⽤ソフト：Kiso-Cloud 液状化簡易判定サービス 基礎地盤コンサルタンツ株式会社 
 
判定結果の詳細は、巻末資料-液状化の判定結果に⽰すが、ここに判定結果を表 5-2.2 に

取りまとめて⽰す。（次項参照） 
 

表 5-2.2 より、ＦL  （⽔平加速度 2.0ｍ/ｓ2＝200gal）：Br-NO.1  10.15 10.45ｍ、
Br-NO.3  5.15 5.45ｍの 2 箇所において FL≦1.0：液状化の可能性ありと判定され、ＦL ③
（⽔平加速度 3.5ｍ/ｓ2＝350gal）：Br-NO.1  4.15 4.45ｍ、10.15 10.45ｍ、11.00 11.30
ｍ（3 箇所）、Br-NO.3  3.15 3.45ｍ、5.15 5.45ｍ、13.15 13.45ｍ、15.00 15.30ｍ（4
個所）において FL≦1.0：液状化の可能性ありと判定された。 

これは、レベル 1 荷重：ＦL  （⽔平加速度 2.0ｍ/ｓ2＝200gal）でも、液状化の可能性
があり、何らかの対策が必要であることを⽰している。また、レベル 2 荷重：ＦL ③（⽔
平加速度 3.5ｍ/ｓ2＝350gal）に対応した建築物を⽬指すのであれば、上部構造（建築物や
機械設備などを含む）の耐震化ばかりではなく、基礎構造もそれらに則した設計を⾏う必
要がある。 
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表 5-2.2 液状化判定結果一覧表 

Br- 
位置 深度（ｍ）

地層 
区分 N値

Fc 
(％) 

粘⼟分
含有率
(%) 

Ｉp Ｄ50 ＦL① ＦL② ＦL③ 

NO.1 4.15～4.45 As2 8 23.8 9.0 8.5 0.93 1.494 1.120 0.640

5.15～5.45 As2 20 46.7 9.5 6.6 0.11 - - - 

6.15～6.45 As2 20 37.0 16.6 9.0 0.22 - - - 

8.15～8.45 Dg 55 5.3 2.1 ＮＰ 6.0 6.374 4.780 2.732

10.15～10.45 Ds 9 15.3 5.0 12.5 0.35 1.096 0.822 0.470

11.00～11.30 Ds 17 13.3 5.2 ＮＰ 0.38 2.293 1.720 0.983

14.15～14.45 Ds 18 32.1 11.6 ＮＰ 0.23 3.260 2.445 1.397

NO.3 3.15～3.45 As1 6 31.3 13.4 14.1 0.36 1.628 1.221 0.698

5.15～5.45 As2 16 7.0 2.8 ＮＰ 4.6 1.292 0.969 0.554

7.15～7.45 Dg 43 11.6 2.8 ＮＰ 3.7 6.560 4.920 2.812

9.15～9.45 Dg 34 4.2 1.9 ＮＰ 4.6 2.785 2.088 1.193

10.15～10.45 Ds 25 6.1 3.1 ＮＰ 0.63 2.732 2.049 1.171

11.15～11.45 Ds 49 16.6 5.6 ＮＰ 0.37 6.537 4.903 2.802

13.15～13.45 Ds 19 9.1 3.6 ＮＰ 0.45 1.817 1.362 0.779

14.15～14.45 Ds 21 24.4 5.9 ＮＰ 0.42 3.865 2.899 1.656

15.00～15.30 Ds 14 24.3 9.0 ＮＰ 0.41 1.556 1.167 0.667

＊判定はマグニチュード 7.5 

水平加速度 1.5ｍ/ｓ2＝150gal：ＦL① 

水平加速度 2.0ｍ/ｓ2＝200gal：ＦL② 

水平加速度 3.5ｍ/ｓ2＝350gal：ＦL③ 

       FL≦1.0：液状化の可能性あり 

    令和5年度 
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 5-3. 支持地盤および基礎形式の選定 

 「建築基礎構造設計指針」(日本建築学会 2019 年 11 月)には、支持地盤および基礎形式

の選定を行うにあたり、 

1. 支持地盤と基礎形式の選定にあたっては、その構造性能や施工性、経済性等に関する

比較検討と行ったうえで、支持層までの深さを考慮し、要求性能を満足する組合せを

選定する。 

2. 支持層が傾斜している地盤では、基礎の沈下剛性や地震時の杭応力などが基礎の位置

により異なることに留意する。 

3. 敷地内に既存基礎がある場合は、それらが新設の基礎構造に与える影響を検討する。 

と記されている。 

 

（1）支持地盤と基礎形式 

 基礎の形式は、おおまかに1）直接基礎、2）杭基礎、3）パイルド・ラフト基礎、

4）異種基礎に分類され、直接基礎はスラブ形式、杭基礎は杭の設置方法と支持形式

等により更に細かく分類される。 

 図5-3.1および表5-3.1に支持地盤の深度と適用可能な基礎形式・基礎形式ごとの

主な検討事項を示す。 

 

 直接基礎は、基礎スラブを介して上部構造からの荷重を地盤に伝える形式の基礎

である。基礎床付けレベル付近に硬い支持層が確保できる場合が基本であるが、地

盤改良を採用することにより、支持層がやや深い場合でも採用が可能である。（図

5-3.1・表5-3.1の(a)(b)(e)参照）直接基礎の基礎部材は、①フーチング（独立基礎、

連続基礎）、②べた基礎（基礎スラブ）などがある。 

 

 独立基礎：単一柱からの荷重を独立したフーチングによって支持する基礎、「独

立フーチング基礎」 

 複合基礎：2本あるいはそれ以上の柱からの荷重を一つのフーチングによって支持

する基礎、「複合フーチング基礎」 

 連続基礎：一連の柱や壁から荷重を帯状のフーチングによって支持する基礎、「布

基礎」「連続フーチング基礎」 

 べた基礎：上部構造の広範囲な面積内の荷重を基礎スラブで地盤に伝える基礎 

 

 異種基礎は、支持層が傾斜している、または基礎の深さが同一建物でも異なる場

合などで、一つの上部構造に対して直接基礎と杭基礎を組み合わせて支持させる基
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礎である。（図5-3.1・表5-3.1の(c)参照） 

 

パイルド・ラフト基礎は、直接基礎（ラフト）と杭基礎が複合して、両者で上部

構造を支持する基礎である。（図5-3.1・表5-3.1の(d)参照） 

 

杭基礎（摩擦杭）は、主として杭周面の摩擦抵抗で支持させる杭基礎である。周

辺の地盤に追随して、沈下や変形が生じる可能性がある。また、地震時に地盤の液

状化が発生した場合には、不同沈下や基礎の変形が生じる可能性がある。（図5-3.1・

表5-3.1の(f)参照） 

杭基礎（薄層支持杭）は、支持層厚が薄い層に先端定着させる杭基礎であり、下

部層の支持力や沈下の検討が必要になることが多い。また、地震時に地盤の液状化

が発生した場合には、不同沈下や基礎の変形が生じる可能性がある。（図5-3.1・表

5-3.1の(g)参照） 

杭基礎（支持杭）は、杭先端を支持層に定着させる杭基礎である。主として、そ

の先端抵抗で支持させるものである。中間部の地盤に沈下や変形が生じても、基礎

の変形は生じにくい。また、中間層に液状化が生じても、先端抵抗で支持されてい

るので、地震の影響を受けにくい。最も安定的な基礎形式であるが、支持層が深い

場合には施工費が高くなる。（図5-3.1・表5-3.1の(h)参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-3.1 支持地盤の深度と適用可能な基礎形式 

建築基礎構造設計指針 2019 年 11 月 日本建築学会 P.35 
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表 5-3.1 支持地盤の深度と適用可能な基礎形式 

建築基礎構造設計指針 2019 年 11 月 日本建築学会 P.35 に加筆・修正 

基礎形式 基礎部材 検討事項 

(a)  直接基礎 基礎スラブ（べた基礎）、

フーチング（連続基礎、独

立基礎）、基礎梁 

地盤の鉛直支持力、滑動抵抗

力、即時沈下、圧密沈下、液

状化、凍結深度、地下水位 

(b),(e) 直接基礎+地盤改

良（*ラップルコンクリー

ト地業を含む） 

同上 

地盤改良（支持力増強系）

改良地盤の鉛直（水平）支持

力、改良地盤の滑動抵抗力、

支持地盤の鉛直支持力、即時

沈下、圧密沈下、液状化、凍

結深度、地下水位 

(c)異種基礎 

 

基礎スラブ（べた基礎）、

フーチング（連続基礎、独

立基礎）、基礎梁、杭基礎

（摩擦杭、薄層支持杭、支

持杭） 

直接基礎、杭基礎の検討事

項、境界部応力、基礎のねじ

れ 

(d) パイルド・ラフト基礎 基礎スラブ、基礎梁、杭体 直接基礎、杭基礎の検討事

項、杭とラフトの（鉛直・水

平）荷重分担 

(f) 杭基礎（摩擦杭 パイルキャップ、杭頭接合

部、基礎梁、杭体、杭継手

部 

杭の鉛直支持力、引抜き抵抗

力、水平抵抗力、負の摩擦力、

即時沈下、圧密沈下、液状化、

杭体（軸力、曲げ、せん断）

応力、杭頭接合部、杭接手部

応力 

(g) 杭基礎（薄層支持杭）

(h) 杭基礎（支持杭） 

 *ラップルコンクリート地業を含む支持力増強系の地盤改良工法を採用して、支持層

がやや深い場合でも直接基礎の適用が可能 

*ラップルコンクリート：基礎底面の地盤を貧配合のコンクリートに置換することに

よって支持力確保を期待するもの 

 

（2）基礎形式選定の留意点 

 基礎形式を選定するうえでの基本原則は、「建築基礎構造設計指針」(日本建築学

会 2019年11月)によると、次のように 

① 建物の要求性能を満たす（鉛直・水平）支持性能と沈下・変形性能が確保でき

ること（地震時の液状化を含む） 

② 施工性に優れ、施工品質に対する信頼性が高いこと 

③ 敷地周辺への環境保全上の影響が小さいこと 

④ 合理性があること 

が示されている。 
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（3）本調査結果からの基礎形式選定 

 現在（令和5年度）の時点では、学校給食センターの建物の敷地範囲、規模、形式、

重要度、非常時の仕様や目的・利用方法などは、未定の状態にある。これらを取り

決め、建築物に則した基礎形式の選定を行う必要があり、今後取り決めを行うべき

であり、これらは最も重要な事項の１つである。 

 特に、建物の重要度や非常時の仕様や目的・利用方法は、災害が発生した場合の

避難所、炊き出し、非常食の備蓄などの機能を持たせたい場合、その基礎形式は堅

牢なものとする必要性が生じるものと考えられる。 

 今回の地質調査結果によると、レベル2荷重（1995年 兵庫県南部地震級）におい

て、液状化が想定される地層が、Br-NO.1 震度11.3ｍ、Br-NO.3 深度15.3ｍまで確

認されている。これは、地盤改良工の限界深度程度である。これらを考慮すれば、

今回の地質調査で確認されている深度15.3ｍ以深に基礎の支持地盤を検討すること

が必要となる。この場合には、液状化が想定される地層の土質定数の低減や液状化

しても上部構造物（建築物や機械設備などを含む）に、変位・変状が生じないよう

な設計を行う必要が生じる。 

 したがって、図5-3.1、表5-3.1に示される基礎形式の内、(a)直接基礎、(c)異種

基礎は不利となる公算が高い。また、3-3基礎地盤および基礎形式の選定、前項の(2)

基礎形式選定の留意点の① の事項などを考慮して、構造性能や施工性、経済性、

妥当性、信頼性などの評価を十分に行う必要があるものと考えられる。 

 

 また、一般的にレベル1荷重（短時間に作用する荷重のうち、建物の共用期間中に

1回から数回遭遇する荷重。地震荷重を基本とするが、風荷重や雪荷重も含む。）に

対して安全な建築物とする場合には、ＦL  （水平加速度2.0ｍ/ｓ2＝200gal）で液

状化の可能性があると判定された地層：Br-NO.1 深度11.3ｍ、Br-NO.3 深度6.25ｍ 

程度までの土層に対して対策が必要となる。 

 レベル1荷重では、レベル2荷重に比べれば、液状化の可能性がある地層は少ない

が、全く液状化に対して安全とは評価されていない。このため、レベル2荷重と同様

に液状化が想定される地層の土質定数の低減や液状化しても上部構造物（建築物や

機械設備などを含む）に、変位・変状が生じないような設計を行う必要がある。 

 したがって、図5-3.1、表5-3.1に示される基礎形式の内、(a)直接基礎、(c)異種

基礎は不利となる公算が高い。また、レベル2荷重と同様に、3-3基礎地盤および基
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礎形式の選定、前項の(2)基礎形式選定の留意点の① の事項などを考慮して、構造

性能や施工性、経済性、妥当性、信頼性などの評価を十分に行う必要があるものと

考えられる。 

 

 ただし、これらは今回の調査結果から評価されるものであり、調査結果から当敷

地地盤の地層は、不均質な分布状態にあることが示されている。このため、前記し

たように、学校給食センターの建物の敷地範囲、規模、形式、重要度、非常時の仕

様や目的・利用方法などを取り決め、それに則した「詳細地盤調査」を、今後引き

続いて実施して、その結果に則した設計を行う必要があることは言うまでもない。 

以下の表5-3.2に本調査結果からの基礎形式の選定をまとめて示す。 

 

表 5-3.2 支持地盤の深度と適用可能な基礎形式のとりまとめ 

荷重 条件等 現状および判定 基礎形式 

令 和 5 年

度までの

決定事項

および今

後の留意

事項 

学校給食センター

の 建 物 の 敷 地 範

囲、規模、形式、

重要度、非常時の

仕様や目的・利用

方法など未定 

判定は、今回の調査結果から考えられ

るものであり、当敷地地盤の地層は不

均質な分布状態。学校給食センターの

建物の敷地範囲、規模、形式、重要度、

非常時の仕様や目的・利用方法などの

取り決めが必要。 

今後「詳細地盤調査」を実

施して、その結果に則した

設計を行うことが必要 

 

レ ベ ル 2

荷重 

 

建物の重要度や非

常 時 の 仕 様 や 目

的・利用方法は、

災害が発生した場

合の避難所、炊き

出し、非常食の備

蓄などの機能を持

たせたい場合、そ

の基礎形式は堅牢

なものとすること

が必要 

レベル2荷重（1995年 兵庫県南部地震

級）において、液状化が想定される地

層が、Br-NO.1 震度11.3ｍ、Br-NO.3 

深度15.3ｍまで確認。これは、地盤改

良工の限界深度程度。これらを考慮す

れば、今回の地質調査で確認されてい

る深度15.3ｍ以深に基礎の支持地盤を

検討することが必要。この場合には、

液状化が想定される地層の土質定数の

低減や液状化しても上部構造物（建築

物や機械設備などを含む）に、変位・

変状が生じないような設計が必要。 

図5-3.1、表5-3.1に示され

る基礎形式の内、(a)直接基

礎、(c)異種基礎は不利とな

る公算が高い。 

基礎形式選定の留意点3-3

基礎地盤および基礎形式の

選定、(2)基礎形式選定の留

意点の① の事項などを考

慮して、構造性能や施工性、

経済性、妥当性、信頼性な

どの評価を十分に行うこと

が必要。 

レ ベ ル 1

荷重 

一般的にレベル1

荷重（短時間に作

用 す る 荷 重 の う

ち、建物の共用期

間中に1回から数

回遭遇する荷重。

地震荷重を基本と

するが、風荷重や

雪荷重も含む）に

対して安全な建築

物とする場合 

ＦL  （水平加速度2.0ｍ/ｓ2＝200ga

l）で液状化の可能性があると判定され

た地層：Br-NO.1 深度11.3ｍ、Br-NO.

3 深度6.25ｍ程度までの土層に対して

対策が必要。 

 レベル2荷重に比べれば、液状化の可

能性がある地層は少ないが、全く液状

化に対して安全とは評価されていな

い。レベル2荷重と同様に液状化が想定

される地層の土質定数の低減や液状化

しても上部構造物（建築物や機械設備

などを含む）に、変位・変状が生じな

いような設計が必要。 

図5-3.1、表5-3.1に示され

る基礎形式の内、(a)直接基

礎、(c)異種基礎は不利とな

る公算が高い。 

基礎形式選定の留意点3-3

基礎地盤および基礎形式の

選定、(2)基礎形式選定の留

意点の① の事項などを考

慮して、構造性能や施工性、

経済性、妥当性、信頼性な

どの評価を十分に行うこと

が必要。 
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（4）日本の大地震の発生状況 

 表5-3.3 ●1996年以前までに起きた大地震、表5-3.4 ●1996年以降に起きた大地

震（北海道・東北地方 新潟を除く）に、気象庁の調べによる日本で発生した大地

震を示す。 

 

 表5-3.3は、日本全域で発生した大地震を示したものである。内陸直下型の最大級

の地震は、1891年（明治24年）岐阜県本巣郡を震源地とする「濃尾地震」と言われ

ており、地震断層として生じた根尾谷断層はあまりにも有名である。現在は、天然

記念物に指定されており、根尾谷断層地震断層観察館（岐阜県本巣市根尾水鳥）で、

直接断層を観察することができる。 

表内の紅書きは、北海道・東北地方を震源地とするものであり、20地震の内、北

海道・東北地方は7地震と、全国的にも大地震の発生頻度が高い地方であると言える。 

 

表5-3.4は、1996年以降に起きた大地震（北海道・東北地方 新潟を除く）である。

2022年までに発生した大地震は、25年間ほどの間に17地震にもおよび、平均で1.5

年、1年半毎に生じている。表内の紅書きは、本県：岩手県に由来するもので4/17

≒1/4：25％ほどにも及んでいる。この内、内陸で発生した地震は、①1998年岩手県

内陸北部地震 震源地：岩手県岩手郡雫石 マグニチュード6.2 最大震度6弱（地

震断層発生など）、②2008年岩手・宮城内陸地震 震源地：岩手県内陸南部 マグ

ニチュード7.2 最大震度6強（橋梁の倒壊、斜面崩壊、河道閉塞など）、③2008年

岩手県沿岸北部地震 震源地：岩手県沿岸北部 マグニチュード6.8 最大震度6弱

（住宅倒壊など）の3地震が発生している。 

また、2011年には、世界最大級の海溝型地震である東北太平洋沖地震が発生して、

津波による大災害が発生したことは記憶に新しい。 

 

本調査業務地の西側の奥羽山脈東縁には、岩手県の紫波郡矢巾町西方から奥州市

胆沢区南部にかけて、ほぼ南北に延びる活断層：北上低地西縁断層帯の存在が知ら

れており、本地域は大地震と無縁ではない。 

現在の科学技術では、地震の発生時期、発生位置、規模などの地震予知を行うこ

とは出来ない。このような観点からも、地震対策を心がけることは重要であると考

えられる。 
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●1996年以前までに起きた⼤地震  (気象庁調べ、マグニチュード6.8以上を掲載)

年度 地 震
ﾏｸﾞﾆ
ﾁｭｰ

震 源 地
最⼤
震度

被 害 状 況

1872年 浜⽥地震 7.1 島根県浜⽥市沖 不明 死者 555⼈

1891年 濃尾地震 8 岐⾩県本巣郡
6

※１
死者 7,273⼈
（内陸陸地では最⼤級の地震）

1894年 庄内地震 7 ⼭形県庄内平野北部
5

※１
死者 726⼈

1896年 明治三陸地震 8.2 岩⼿県釜⽯町三陸沖
※１

死者 21,959⼈

陸⽻地震 7.2 秋⽥県・岩⼿県県境
5

※１
死者 209⼈

1923年 関東⼤震災 7.9
⼭梨県東部、

または相模湾
6 死者・⾏⽅不明者 10万5千⼈余

1925年 北但⾺地震 6.8 兵庫県但⾺地⽅北部 6 死者 428⼈

1927年 北丹後地震 7.3 京都府丹後半島北部 6 死者 2,912⼈

1930年 北伊⾖地震 7.3
静岡県伊⾖半島北部
・函南町丹那盆地

6 死者 272⼈

1933年 昭和三陸地震 8.1 岩⼿県釜⽯町東⽅沖 5 死者・⾏⽅不明者 3,064⼈

1943年 ⿃取地震 7.2 ⿃取県気⾼郡豊実村 6 死者 1,083⼈

1944年 東南海地震 7.9 三重県熊野灘沖 6 死者・⾏⽅不明者 1,183⼈

1945年 三河地震 6.8 愛知県三河湾 5 死者 1,961⼈

1946年 南海地震 8 和歌⼭県潮岬南⽅沖 5 死者・⾏⽅不明者 1,443⼈

1948年 福井地震 7.1 福井県坂井郡丸岡町 6 死者 3,769⼈

1983年 ⽇本海中部地震 7.7 5 死者 104⼈

1993年 釧路沖地震 7.5 北海道釧路市南⽅沖 6 死者2名、負傷者966名

7.8 北海道奥尻郡北⽅沖 6 死者 202⼈ ⾏⽅不明者 28⼈

1994年 三陸はるか沖地震 7.6 6 死者3名、負傷者784名

1995年 阪神・淡路⼤震災 7.3 兵庫県淡路島北部沖 7 死者 6,434⼈ ⾏⽅不明者 3⼈

注）紅書き：北海道・東北 新潟を除く

㈱住宅構造研究所 ⽇本で発⽣した⼤地震に加筆修正 https://www.homelabo.co.jp/select/history01.html

※1 1922年以前の地震の震度については気象庁の震度データベースには収録されていません。これらの地震
の最⼤震度については、地震報告・地震年報・気象要覧（中央気象台）によるものを掲載しました。なおこ

表現してあります。

 

表 5-3.3 
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 ●1996年以降に起きた⼤地震
(気象庁調べ、最⼤震度6弱以上を掲載 ※1…K-NET（防災科学技術研究所）調べ)
 …計測震度5.5以上の観測地点が複数あった地震 （北海道・東北地⽅ 新潟を除く）

年度 地 震
ﾏｸﾞﾆ

ﾁｭｰﾄﾞ
最⼤
震度

最⼤加速度（gal）
※1

被 害 状 況

1998年 岩⼿県内陸北部 6.2 6弱
(岩⼿県岩⼿郡雫⽯町)

道路被害など（地震断層）

2003年 宮城県沖  7.1 6弱
1571gal
(宮城県⽯巻市牡⿅)

住家全壊 2棟
住家半壊 21棟など

宮城県北部 6.4 6強
367gal
(宮城県栗原市築館）

住宅全壊 1,276棟
住宅半壊 3,809棟など

⼗勝沖地震  8 6弱
989gal
(北海道広尾郡）

住宅全壊 116棟
住宅半壊 368棟など

2004年 新潟県中越地震  6.8 7
1750gal
(新潟県⼗⽇町市）

住家全壊 3,175棟
住家半壊 13,810棟など

2005年 宮城県沖 7.2 6弱
564gal
(宮城県栗原市築館)

住家全壊 1棟
住家⼀部破損 984棟

2008年 岩⼿・宮城内陸地震  7.2 6強 4022gal 住家全壊 30棟 住家半壊 146棟など
(岩⼿県⼀関市） 地震時の観測最⼤加速度のギネス認定

岩⼿県沿岸北部 6.8 6弱
1186gal
(岩⼿県盛岡市⽟⼭)

住家全壊 1棟
住家⼀部破損 379棟

2011年 東北地⽅太平洋沖地震  9 7
2933gal

住家全壊 121,781棟
住家半壊 280,962棟
住家⼀部破損 745,162棟など

宮城県沖  7.2 6強
1496gal
(宮城県⽯巻市牡⿅)

福島県浜通り 7 6弱
746gal
(茨城県北茨城市)

福島県中通り 6.4 6弱
847gal
(茨城県北茨城市）

2018年 北海道胆振東部地震  6.7 7
1796gal
(北海道勇払郡追分町）

住家全壊 156棟
住家半壊 434棟
住家⼀部破損 4,068棟など

2019年 胆振地⽅中東部 5.8 6弱
561gal
(北海道勇払郡追分町）

住家⼀部破損 1棟

⼭形県沖 6.7 6弱
653gal
(⼭形県鶴岡市温海）

住家半壊 36棟
住家⼀部破損 1245棟など

2021年 福島県沖 7.3 6強
1432gal
(福島県⼭元町）

住家全壊 69棟
住家半壊 729棟
住家⼀部破損 19,758棟など

2022年 福島県沖 7.4 6強
1233gal
(宮城県川崎町）

住家全壊 217棟
住家半壊 4,556棟
住家⼀部破損 52,162棟など

注）紅書き：岩⼿県
㈱住宅構造研究所 ⽇本で発⽣した⼤地震に加筆修正 https://www.homelabo.co.jp/select/history01.html

表 5-3.4 
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（5）今後の留意事項 

 前項(3)でも記したように、現在（令和5年度）の時点では、学校給食センターの

建物の敷地範囲、規模、形式、重要度、非常時の仕様や目的・利用方法などは、未

定の状態にある。これらを取り決め、建築物に則した基礎形式の選定を行う必要が

あり、今後取り決めを行うべきであり、これらは最も重要な事項の１つである。 

 また、本報告書は、今回の調査結果から評価されるものであり、調査結果から当

敷地地盤の地層は、不均質な分布状態にあることが示されている。そのため、上記

した項目を取り決め、それに則した「詳細地盤調査」を実施して、その結果に則し

た設計を行う必要がある。 

 表5-3.5に、今後の留意事項を示す。それぞれの留意事項についてチェック を行

い、住民と情報を共有して、相互理解の基、本プロジェクトを進めていく必要があ

る。 

 

表 3-3.5 今後の留意事項 

No. 留 意 事 項 チェック 備   考 

1 建物の 敷地範囲 □  

 規模   

2 形式 □  

3 重要度 □  

5 その他 □  

6 建物の非

常時の 
仕様 □  

7 目的 □  

8 利用方法 □  

9 その他 □  

9 詳細調査 測量 □  

10 詳細地盤調査 □  

11 その他 □  

12 その他 □  

 

－以上－ 
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ボーリング柱状図 
 
 
 
  











 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⼤型動的貫⼊試験 柱状図 
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地 質 断 ⾯ 図 
 
 
 
  







 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

現 場 作 業 写 真 
 
 
 
 
  







































 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

室 内 ⼟ 質 試 験 結 果 
 
 
 
  

































































 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

室 内 ⼟ 質 試 験 写 真 
 
 
 
  











 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

液 状 化 の 判 定 結 果 
 
 
 
 



液状化の判定　Br-NO.1  1.5m/s2＝150gal 



液状化の判定　Br-NO.1  2.0m/s2＝200gal 



液状化の判定　Br-NO.1  3.5m/s2＝350gal 



液状化の判定　Br-NO.3　1.5m/s2＝150gal



液状化の判定　Br-NO.3　2.0m/s2＝200gal



液状化の判定　Br-NO.3　3.5m/s2＝350gal
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